





S. ダウニー（Robert Silcock Downie, 1933－）ら（１）及びアメリカの教育哲学者 F. シュラグ（Francis 
Schrag）（２）による，この「子どもに対するパターナリズム」（child-paternalism，チャイルド・パター
ナリズム）の正当化に関する先駆的な論考を検討し（３），その後チャイルド・パターナリズム正当化
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